
 

 
第２次宜野湾市地球温暖化対策実行計画 

（区域施策編）改定版 

- 概 要 版 - 
 

～市民・事業所・行政みんなで取り組む二酸化炭素排出の少ないまち～ 
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１．計画改定の経緯                                

 宜野湾市では、2022（令和４）年３月に、「第２次宜野湾市地球温暖化対策実行計画 

（区域施策編）（以下、「本計画」という。）」を策定し、宜野湾市域から排出される温室効

果ガスの排出削減対策（緩和策）と、気候変動の影響による被害の回避・軽減対策（適応

策）を行ってきました。 

本計画の中間年度にあたる 2025（令和 7）年度は、国の「地球温暖化対策計画」の改

定、沖縄県の「第２次沖縄県地球温暖化対策実行計画・沖縄県気候変動適応計画 改定版」

の策定状況などを踏まえるとともに、中間評価を実施し、適切に反映した上で改定を行い

ました。 

 

２．地球温暖化とは                                

地球温暖化とは、人間の活動に伴って、大

気中の温室効果ガス（二酸化炭素やメタン

など赤外線を吸収する気体）の濃度が増加

し、地球全体における地表付近の大気、海水

の温度が上昇する現象のことを示します。 

18 世紀半ばの産業革命以降、人間活動に

よる化石燃料（石炭・石油・天然ガスなど）

の使用や、森林の減少（二酸化炭素吸収源の

減少）などにより、大気中の温室効果ガス

（二酸化炭素・メタン・一酸化二窒素など）

の濃度が急激に増加しました。この急激に

増加した温室効果ガスにより、大気の温室

効果が強まって熱の吸収が増えた結果、気

温が上昇し始めています。 

 

３．地球温暖化による影響                             

今後、温室効果ガス濃度が上昇し続ける

と、気温はさらに上昇すると予測されてい

ます。                             

 IPCC（気候変動に関する政府間パネル）

第６次評価報告書におけるシナリオによる

と、2100 年には温室効果ガスの排出量が

最も少なく抑えられた場合（SSP 1-1.9 シナ

リオ）でも世界平均気温が 1.0～1.8℃上

昇、最も多い最悪の場合（SSP 5-8.5 シナリ

オ）の場合に世界平均気温が最大 5.7℃上

昇されると予測されています。 

 また、同報告書では、「人間活動が大気・

海洋及び陸域を温暖化させてきたことには

疑う余地がない。」と結論づけられていま

す。 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター 
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４．本計画の基本的事項                              

■目的 

本計画では、宜野湾市域から排出される温室効果ガスの排出削減対策（緩和策）と、気

候変動の影響による被害の防止・軽減対策（適応策）を行うため、市民・事業所・行政の

各主体がそれぞれの役割に応じた取組を総合的にかつ計画的に推進することを目的として

います。 

 

 

■計画期間・基準年度・目標年度 

パリ協定の趣旨・国の方針・沖縄県の計画内容を踏まえ、基準年度は「2013（平成 25）

年度」とし、中期目標年度は「2030（令和 12）年度」、長期目標年度を「2050（令和

32）年度」とします。 

 

 

○計画期間......................2022（令和４）年度～2030（令和 12）年度の９年間 

○基準年度......................2013（平成 25）年度（第２次沖縄県地球温暖化対策実行計画に準じる） 

○目標年度（中期）...2030（令和 12）年度（第２次沖縄県地球温暖化対策実行計画に準じる） 

○目標年度（長期）...2050（令和 32）年度（第２次沖縄県地球温暖化対策実行計画に準じる） 

  

出典：気候変動適応情報プラットフォーム 
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５．宜野湾市の温室効果ガス排出量                         

2023（令和５）年度の宜野湾市の二酸化炭素排出量は、全体で 412 千トン－CO2 で

した。内訳は、産業部門 21 千トン－CO2、運輸部門 115 千トン－CO2、民生家庭 111

千トン－CO2、民生業務 153 千トン－CO2、廃棄物 11 千トン－CO2 となっています。 

二酸化炭素排出量のうち、約 64％を民生部門（家庭・業務）が占めており、次いで約

28％を運輸部門が占めています。つまり、民生部門と運輸部門で宜野湾市の二酸化炭素排

出量の 90％以上を占めていることになります。 

 

 

 

６．目標の達成状況                                

 本計画では、2030（令和 12）年度の中期削減目標に基づき、年度別の削減量見込み

（千トン－CO2）を設定しています。 

2023（令和５）年度の年度別目標値に対する進捗状況は、産業部門で 19.7％、運輸

部門で 51.4％、民生家庭で 100.9％、民生業務で 60.2％、廃棄物で 11.5％、全体で

は 65.6％となっており、2023（令和５）年度においては、削減量見込み目標を達成し

ています。 
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７．削減目標                                   

本計画における温室効果ガスの排出削減目標は、中期目標を「2030 年度において、

2013 年度比 26％削減」、長期目標を「2050 年度に向けて、温室効果ガス排出量実質ゼ

ロを目指す」とします。なお、目標設定にあたっては、現状の国内外の動向及び技術を踏

まえて設定しました。 

一方で、地球温暖化対策をめぐる世界の動向は活発化しています。さらに、エネルギー

関連技術や温室効果ガスの削減技術は、発展途上の段階にあり、各国・各分野で脱炭素に

向けた技術革新が進められています。そのため、国内外の動向や最新の技術の推移を踏ま

えたうえで、必要に応じて、削減目標値についても再検討を行います。 

 
 

 

 
 

８．今後の課題                                  

 地球温暖化対策を推進する上での課題を下記に整理します。 

 

部門 課題 

産業部門 再エネや高効率機器導入等による二酸化炭素排出量（電力）の削減 

運輸部門 多様な移動手段への転換 

民生家庭 住宅の省エネ化による二酸化炭素排出量（電力）の削減 

民生業務 建物の省エネ化による二酸化炭素排出量（電力）の削減 

廃棄物 4R の推進によるプラスチック、ペットボトル、合成繊維、紙くずの削減 

項目 目標年度 削減目標

中期目標
2030年度

（令和12年度）
2013（平成25）年度（基準年度）比 26％削減

長期目標
2050年度

（令和32年度）
温室効果ガス排出量実質ゼロ

（カーボンニュートラルの実現）

[ 2030 年：中期目標 ] 

26％減（2013 年度比） 

取り組みの推進強化（現行技術） 

[ 2050 年：長期目標 ] 

カーボンニュートラル 

取組の継続・発展（新技術含） 
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9．目標達成に向けた施策（緩和策）                                 

 目標達成に向けた施策（緩和策）を下記に示します。 
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10．目標達成に向けた施策（適応策）                                 

 目標達成に向けた施策（適応策）を下記に示します。 

 

 

11．各主体の取組                                 

地球温暖化対策は、それぞれの主体的な取組が不可欠であることから、各主体別の取組

を整理します。 

 

○市民 

家庭における節電や住宅の脱炭素化（ZEH）、再生可能エネルギーの導入、省エネ家電の

購入、移動手段の見直し、エコドライブ普及、次世代自動車の購入、ごみの減量化・再資

源化等の取組を促進します。 

 

○事業所 

本市の事業所は規模が小さいことから、取組内容としては市民の取組と類似しています。 

一方で、一定規模以上の事業所も存在することから、民生家庭分野と同様の取組に加え、

それぞれの事業所規模に応じた、効果的な取組を促進します。 

 

○行政 

都市機能の集約化によるコンパクトな都市づくりを推進するとともに、公共交通の充実

など交通体系を見直し、車依存社会の改善を図ります。さらに、既存緑地の保全や市街地

内の公園等の緑地創出により二酸化炭素の吸収源を確保し、自然豊かな環境都市の実現を

目指します。 

地球温暖化の問題は、一人ひとりの意識改革と行動変容、ライフスタイル・ビジネスス

タイルの転換が不可欠であることから、これらの情報発信を行うとともに、地球温暖化を

含めた環境教育の充実を推進します。 
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12．計画の推進体制                                

本計画で掲げた温室効果ガス排出量の削減目標を達成するには、市をはじめ市民、事業

所等の各主体がそれぞれの役割を理解し、自主的に温室効果ガス削減に取り組むことが不

可欠です。また、効果的な成果をあげるには地域全体での取組が重要です。このため、各

主体が相互に協力しあえる、地域が一体となった推進体制とします。 

 

（１）地域との連携 

本市においては、民生部門と運輸部門で二酸化炭素排出量の 90％以上を占めているこ

とから、市民や事業所の取組が重要となります。 

このため、宜野湾市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の策定や計画の推進に関し

て調査・審議するための「宜野湾市地球温暖化対策審議会」を設立しています。また、本

計画で取り組む施策について情報共有を図り、計画の推進に連携して取り組むために、有

識者・市民・事業所・市等から構成される「宜野湾市地球温暖化対策地域協議会」を設立

しています。 
 

（２）庁内の連携 

本計画に基づき、市域における地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するため、庁

内で組織されている「エコ計画推進本部」や「エコ計画推進会議」を通して、各部局の地

球温暖化対策に関する計画や事業の実施状況を把握し、意見交換を行い実施における課題

及び解決策を検討するなど、全庁的な取組を推進します。 
 

（３）国、県等との連携 

地球温暖化対策は、国や県の施策と連動し実施していくことが効果的であることから、

国や県をはじめ、関係機関との連携を図ります。 
 

 

 

2026（令和８）年３月 

宜野湾市 市民経済部 環境対策課 

〒901-2710 沖縄県宜野湾市野嵩一丁目１番１号 

電話 098-893-4411（代表） 

連携
協働

宜野湾市
諮問

市民・事業所 市　長 宜野湾市地球温暖化対策審議会

報告　　　　指示
答申

連携
協力

関係各課

国・県・近隣市町村 エコ計画推進本部

エコ計画推進会議

　　　　 調整
報告

事務局
環境対策課

宜野湾市地球温暖化対策地域協議会

意見


